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第１ 結論 

 本件請求に関して監査を実施する過程で判明した事実から、本件請求が住民監査請求の

要件を満たしていないことが明らかになったため、却下することとし、以降の監査を実施

しないことを、合議により決定しました。 

 

第２ 請求の受付 

 １ 請求人 

   (略) 

 

 ２ 請求書の提出日 

   令和５年３月 30日 

 

 ３ 請求の内容 

   請求の内容は、別紙１のとおりです。 

 

 ４ 要件審査 

   監査委員は、令和５年４月 18 日に要件審査を行い、この時点においては、本件請求が

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」といいます。）第 242 条所定の要件を備

えているものとして、監査を実施することを決定しました。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 監査対象事項の決定 

   医療局の特定の職員（以下「当該職員」といいます。）に対して支給した、通勤に係る

費用弁償（令和４年３月及び４月通勤分。以下「本件通勤に係る費用弁償」といいます。）

が、違法又は不当な財務会計上の行為に該当するか否かを監査対象事項としました。 

 

 ２ 監査対象局 

   医療局を監査対象局としました。 
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 ３ 証拠の提出及び陳述の聴取 

   監査委員は、法第 242 条第７項の規定に基づき、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を

設け、令和５年４月 24 日及び４月 27 日に追加の証拠の提出を受けるとともに、５月８日

に陳述を聴取しました。 

   また、監査委員は、令和５年５月１日に監査対象局から見解書（別紙２のとおり）の提

出を受けるとともに、５月８日に監査対象局職員から陳述を聴取しました。 

   なお、請求人及び監査対象局職員から聴取した陳述内容は、別紙３及び別紙４のとおり

です。 

 

 ４ 事実関係の確認 

   請求人からの提出書面及び請求人の陳述、監査対象局からの提出書面及び監査対象局職

員の陳述並びに監査委員の調査により、監査対象事項について、次の事実を認めました。 

  (1) 当該職員の任用について 

    当該職員は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 22 条の２第１項第１号に掲

げる会計年度任用職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」といいます。）として、

令和２年４月１日から令和５年３月 31日までの期間、任用されていました。 

また、任用通知書によると、本件通勤に係る費用弁償に係る令和３年度及び令和４年

度について、当該職員は、医療局の救急医療技官として任用されていたことが認められ

ます。 

地方公務員法（抜粋）※令和２年４月１日施行 

（会計年度任用職員の採用の方法等） 

第 22 条の２ 次に掲げる職員（以下この条において「会計年度任用職員」とい

う。）の採用は、第 17 条の２第１項及び第２項の規定にかかわらず、競争試験又

は選考によるものとする。 

(1) 一会計年度を超えない範囲内で置かれる非常勤の職（第 28 条の５第１項に規定

する短時間勤務の職を除く。）（次号において「会計年度任用の職」という。）を

占める職員であつて、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を

占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間であるもの 

(2) 会計年度任用の職を占める職員であつて、その一週間当たりの通常の勤務時間

が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間 

であるもの 

（第２項以下省略） 

 (2) 当該職員の勤務条件について 

   ア 給料に相当する報酬について 
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当該職員は、前記(1)のとおり、医療局の救急医療技官として任用されており、横

浜市会計年度任用職員の給与等に関する要綱（令和２年３月 31 日制定。以下「会計

年度任用職員要綱」といいます。）第５条第１項及び別表第１から、月額の報酬を受

けるパートタイム会計年度任用職員（以下「月額職のパートタイム会計年度任用職員」

といいます。）とされています。 

月額職のパートタイム会計年度任用職員の給料に相当する報酬の支給日は、給料の

支給日に関する規程（昭和 27 年 12 月達第 46 号）第２条の２に基づき、毎月 21 日と

されています。 

なお、当該職員の令和３年度及び令和４年度の任用通知書について、「報酬支給日」

欄に毎月 21 日と記載すべきところ、「翌月 21 日」と記載されていることが確認され

ました。 

横浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（抜粋） 

（条例第３条の規定に基づく給料等の額） 

第３条（第１項から第５項まで省略） 

６ 前各項の規定にかかわらず、職務の性質上これらによりがたい特別の事情がある

と認められる職務にある者の給料等の額は、前各項の規定を考慮して、市長が定め

る。 

横浜市会計年度任用職員の給与等に関する要綱（抜粋） 

（報酬の額） 

第５条 規則第３条第６項に掲げる者で、月額の報酬を受ける者（横浜市会計年度任

用職員の勤務時間及び休暇に関する規則（令和２年３月横浜市規則第 16 号）第７

条に規定する断続的な勤務を行う者を除く。）の給料等の額は、その者が任用され

た職の職名に対応する別表第１の報酬額の欄に掲げる額に、その者について定めら

れた１週間当たりの勤務時間を横浜市一般職職員の勤務時間に関する条例（昭和 26

年 12 月横浜市条例第 61 号）第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗

じ、これにより得た額（100 円未満の端数があるときは、これを 100 円に切り上げ

る。）とする。 

（第２項以下省略） 

 

別表第１（５条第１項） 

所 属 職 名 報 酬 額 

医療局 救急医療技官 683,900円 
 

給料の支給日に関する規程（抜粋） 

第２条の２ 会計年度任用職員給与条例の適用を受ける職員のうち、月額で給料等の 

 支給を受ける職員の給料等の支給日は、毎月 21日とする。 

２ 前項に定める支給日が日曜日等に当たるときは、支給日を同項に定める支給日前

の日曜日等でない日に順次繰り上げる。 

３ 前項の規定により支給日を順次繰り上げた場合において、その支給日がその月の

18日、19日又は 20日以外の日となるときは、同項の規定にかかわらず、支給日を 
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第１項に定める支給日後の日曜日等でない日に順次繰り下げる。 

イ 通勤に係る費用弁償について 

月額職のパートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償は、横浜市会計年度

任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（令和２年３月横浜市規則第 15

号）第 10 条第１項に、「通勤に係る費用弁償の支給の始期及び終期並びに支給の単

位となる期間」を除き、「常勤職員の通勤手当の例により支給するもの」と規定され

ています。このことから、当該職員の通勤に係る費用弁償の額その他通勤に係る費用

弁償の支給について必要な事項は、通勤手当に関する規則（昭和 41 年９月横浜市規

則第 65号。以下「通勤規則」といいます。）の規定によることとされています。 

月額職のパートタイム会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償の支給日は、通勤規

則第７条第１項に基づき、毎月 21 日となり、また、通勤に係る費用弁償の支給単位

期間は、会計年度任用職員要綱第 11条に基づき、１箇月とされています。 

なお、月額職のパートタイム会計年度任用職員が、出張、休暇、欠勤その他の事由

により、支給単位期間に係る最初の月の初日から最後の月の末日までの期間の全日数

にわたって通勤しないこととなるときは、通勤規則第８条第２項に基づき、当該支給

単位期間に係る通勤に係る費用弁償は、支給することができないとされています。そ

のため、月額職のパートタイム会計年度任用職員が、支給単位期間に係る最初の月の

初日から最後の月の末日までの期間の全日数にわたって通勤しなかったときは、総務

局人事部労務課の「会計年度任用職員報酬支給事務運用マニュアル 令和４年１月４

日版」によると、通勤実績を基に、戻入計算を翌月に行うこととされています。 

横浜市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（抜粋） 

（通勤に係る費用弁償） 

第 10 条 パートタイム会計年度任用職員に対する通勤に係る費用弁償は、次に掲げ

るものを除き、常勤職員の通勤手当の例により支給するものとする。 

(1) 通勤に係る費用弁償の支給の始期及び終期並びに支給の単位となる期間 

(2) 日額パートタイム会計年度任用職員であって通勤手当に関する規則(昭和 41 年

９月横浜市規則第 65 号)第５条の２の自転車等(以下「自転車等」という。)を使

用することを常例とするもの(通勤のため交通機関又は有料の道路を利用してその

運賃又は料金を負担し、かつ、自転車等を使用することを常例とするものを含む 

。)のうち週の通勤所要回数が４回に満たないもの及びこれに準ずるものに対す

る通勤に係る費用弁償の額 

(3) 日額パートタイム会計年度任用職員に対する通勤に係る費用弁償の支給日 

２ 前項各号に定めるものについては、市長が別に定める。 

通勤手当に関する規則（抜粋） 
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（支給日） 

第７条 通勤手当は、１箇月当たりの運賃等相当額（職員が一の交通機関等を利用す

るものとして通勤手当を支給される場合で 55,000円を超えるときは、55,000円） 

又は第４条第２項に定める額にその支給単位期間の月数を乗じて得た額を当該支給

単位期間に係る最初の月の給料の支給日（以下「支給日」という。）に支給する。

ただし、支給日までに通勤手当に係る事実が確認できない場合等で、支給日におい

て支給することができないときは、支給日後において支給することができるものと

する。 

（第２項以下省略） 

（支給しない場合等） 

第８条 （第１項省略） 

２ 通勤手当は、職員が、出張、休暇、欠勤その他の事由により、支給単位期間等に

係る最初の月の初日から最後の月の末日までの期間の全日数にわたって通勤しない

こととなるときは、当該支給単位期間等に係る通勤手当は、支給することができな

い。 

横浜市会計年度任用職員の給与等に関する要綱（抜粋） 

（支給単位期間） 

第 11条 会計年度任用職員の通勤費用の支給単位期間は、１箇月とする。 

(3) 当該職員の通勤に係る費用弁償の額の決定について 

   ア 通勤届について 

月額職のパートタイム会計年度任用職員の通勤は、通勤規則第２条第１項において

「職員が勤務のため、その者の住居と勤務場所との間を往復すること」と規定されて

おり、また、同規則第９条第１項において、「職員は、（略）、通勤届により、その

通勤の実情を、速やかに、任命権者に届け出なければならない。」と規定されていま

す。 

医療局によれば、当該職員は、令和２年４月１日からの任用に際し、同日に、住居

と勤務場所である横浜市庁舎との間を自家用車及び徒歩にて通勤する旨を記載した

「通勤届・氏名（変更）届兼口座振替申込書（非常勤職員）」を医療局医療政策部職

員課に提出しました。 

通勤手当に関する規則（抜粋） 

（定義） 

第２条 給与条例第 11 条及びこの規則（第８条第１項を除く。）に規定する「通

勤」とは、職員が勤務のため、その者の住居と勤務場所との間を往復することをい

う。 

（第２項省略） 

（届出） 

第９条 職員は、新たに給与条例第 11 条第１項の職員としての要件を具備するに至

った場合には、通勤届により、その通勤の実情を、速やかに、任命権者に届け出な

ければならない。同項の職員が次の各号のいずれかに該当する場合についても同様 
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とする。 

(1) 任命権者を異にして異動した場合 

(2) 住居、通勤経路もしくは通勤方法を変更し、または通勤のため負担する運賃等 

の額に変更があった場合 

（第２項省略） 

３ 第１項の通勤届には届出の理由、事由発生年月日、通勤の経路及び方法その他通

勤手当の支給事由を確認するのに必要な事項を記載させるものとし、その様式は、

別に定める。 

イ 本件通勤に係る費用弁償の額について 

通勤のため自動車（横浜市所有に属するものを除く。）を使用することを常例とす

る月額職のパートタイム会計年度任用職員の１箇月当たりの通勤に係る費用弁償の額

は、通勤規則第４条第２項に基づき、自動車の使用距離に応じて、同項に定める額と

されています。 

当該職員の通勤に係る費用弁償の額については、通勤規則第 10 条に基づき、令和

２年４月１日に、医療局医療政策部職員課長が届出に係る事実を確認し、同規則第４

条第２項に定める額に決定しました。  

通勤手当に関する規則（抜粋） 

（１箇月当たりの通勤手当の額） 

第４条 （第１項省略） 

２ 給与条例第 11 条第１項第２号に規定する職員に対する同条第２項に規定する規

則で定める額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額（自

転車及び任命権者が定める事業所に勤務する場合における原動機付自転車又は自動

車を使用する職員並びに原動機付自転車又は自動車を使用する身体障害者福祉法施

行規則（昭和 25 年厚生省令第 15 号）別表第５号身体障害者障害程度等級表の１級

から４級までに該当する障害を有する職員にあっては、その額に 500 円を加算した

額）とする。ただし、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員及び地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第 110 号）第 10 条第３項の規定により同条第１項に規定する育児

短時間勤務の承認を受けた職員（同法第 17 条の規定による短時間勤務をすること

となった職員を含む。）のうち、平均１箇月当たりの通勤所要回数が 10 回に満た

ない職員にあっては、その額から、その額に 100 分の 50 を乗じて得た額を減じた

額とする。 

(1) 第５条の２に規定する自転車等の使用距離（以下「使用距離」という。）が片

道５キロメートル未満である職員 2,000円 

(2) 使用距離が片道５キロメートル以上 10 キロメートル未満である職員 4,200円 

(3) 使用距離が片道 10キロメートル以上 15キロメートル未満である職員 7,100円 

(4) 使用距離が片道 15 キロメートル以上 20 キロメートル未満である職員 10,000 円 

(5) 使用距離が片道 20 キロメートル以上 25 キロメートル未満である職員 12,900 円 

(6) 使用距離が片道 25 キロメートル以上 30 キロメートル未満である職員 15,800 円 

(7) 使用距離が片道 30 キロメートル以上 35 キロメートル未満である職員 18,700 円 

(8) 使用距離が片道 35 キロメートル以上 40 キロメートル未満である職員 21,600 円 
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(9) 使用距離が片道 40 キロメートル以上 45 キロメートル未満である職員 24,400 円 

(10) 使用距離が片道 45 キロメートル以上 50 キロメートル未満である職員 26,200 円 

(11) 使用距離が片道 50 キロメートル以上 55 キロメートル未満である職員 28,000 円 

(12) 使用距離が片道 55 キロメートル以上 60 キロメートル未満である職員 29,800 円 

(13) 使用距離が片道 60キロメートル以上である職員 31,600円 

（第３項省略） 

（確認及び決定） 

第 10 条 任命権者は、職員から前条の規定による届出があったときは、その届出に

係る事実を定期券の提示を求める等の方法により確認し、その者が給与条例第 11

条第１項の職員としての要件を具備するときは、その者に支給すべき通勤手当の月

額を決定し、または改定しなければならない。 

  (4) 当該職員の通勤状況について 

当該職員が、令和４年３月及び４月に通勤した日数は、出勤簿によると、両月とも０

日でした。 

  (5) 当該職員に対する本件通勤に係る費用弁償の支給状況について 

当該職員に対する本件通勤に係る費用弁償について、令和４年３月通勤分は令和４年

３月 18 日に、令和４年４月通勤分は令和４年４月 21 日に、支給したことが認められま

す。 

その後、前記(4)のとおり、当該職員が通勤しなかったことから、令和４年６月に支

給する通勤に係る費用弁償及び令和４年８月に支給する給料に相当する報酬から差し引

くことにより、本件通勤に係る費用弁償の全額が戻入されたことが認められます。 

なお、前記(2)イのとおり、本件通勤に係る費用弁償の戻入計算は翌月に行うことと

されているところ、医療局によれば、当該事務処理に時間を要したとのことであり、翌

月に行っていなかったことが確認されました。 

 

５ 監査委員の判断 

   以上を踏まえ、監査委員は、次のとおり判断しました。 

   本件請求において請求人は、「通勤費用については、運賃等相当額とあり、市役所での

勤務のために居住地の往復のことであり、当月出勤日において実際に交通機関や自家用車

等を利用した実績数により変動するものである。」にもかかわらず、当該職員に対し、

「令和４年３月、４月は、全く出勤をしていなくても支給されていた。」と主張していま

す。 

しかしながら、当該職員に対する本件通勤に係る費用弁償は、前記４(5)のとおり、一



 

８ 

 

 

度支給されていたものの、既に横浜市に全額戻入されていることから、横浜市に損害をも

たらさないことは明らかです。 

平成６年９月８日の最高裁判所判決により確定した平成５年８月５日福岡地方裁判所判

決において、法第 242 条第１項における監査の対象となる行為等は、「地方公共団体に積

極消極の損害を与えひいては住民全体の利益に反するものでなければならない」、さらに、

「違法、不当な事由があるとしても、それが地方公共団体である市に損害をもたらすよう

な関係にはないことが明らか」であれば「住民監査請求の対象となる行為等には該当しな

い」と判示されています。 

   したがって、本件請求は、法第 242 条に規定する住民監査請求の要件を満たしていない

と判断しました。 

 

 ６ 判断の根拠とした書類 

  (1) 見解書 

  (2) 住民監査請求に係る質問への回答 




















































































